大阪府子ども条例（仮称）骨子案に対する府民意見等と府の考え方
	１　条例制定の趣旨・背景等

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　子どもの権利条約を踏まえ、府として（条約の内容を）具体化していくための指針となるものにすべき。
	大阪府子どもの権利についての条例検討会議（以下「検討会議」という。）の提言（平成１８年１１月公表、以下「提言」という。）では、「条例における子どもの権利とは、人としての尊厳、人としての権利である基本的人権のことであり、子どもの権利条約に定める権利は、子どもにとっての基本的人権を明らかにしたもの」とされています。
条例案は、これを踏まえ、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるための基本理念や責務、施策の計画的推進等を具体的に定めており、府民全体の指針となることを企図するものです。

	2
	　子どもについても憲法で基本的人権が定められているため、子どもの権利条約について（条例の中で）触れる必要はない。
	提言では、「子どもの権利条約は世界的標準であり、同条約を踏まえて地域の実態に応じて子どもの尊厳、基本的人権の尊重を明確にすることには、大きな意義がある」とし、また、「条例における子どもの権利とは、人としての尊厳、人としての権利である基本的人権のことであり、子どもの権利条約に定める権利は、子どもにとっての基本的人権を明らかにしたもの」とされており、これを踏まえ、条例案を策定したものです。

	3
	　政府は、児童の権利に関する条約の批准の際、同条約に定められた権利は憲法や締結済みの国際人権規約Ａ及びＢの範囲内であり、既存の国内法規で保障されている、として新たな立法措置を取っていない。また、児童の権利条約・政府報告に関する関係省庁との意見交換会（外務省）では、同条約や地方自治体が定めた子どもの権利条例の弊害が報告されている。
こうした状況の下、条約を恣意的に解釈した条例の制定には反対である。
	

	4
	　「子どもの権利条約の内容」とは何を指すのか具体的に明記すべき。
	

	5
	　子どもの権利条約とあるが、正確に「児童の権利に関する条約」とすべき。
	「児童の権利に関する条約」に修正しました。

	
	
	

	
	
	

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	6
	　子どもを取り巻く現状分析が曖昧であり、子どもの実態とその背景についての記載が不十分。子どもを取り巻く現状を明確にし、府の責任を記載すべき。
	検討会議では、「おおさか子ども会議」に参加した子どもから直接意見を聴くなど、子どもを巡る現状や課題の把握、議論への反映に努め、幅広い観点から検討を深めたところです。

提言では、子どもを取り巻く状況として、児童虐待、いじめや非行など、子どもの尊厳を損ない、健やかな成長を阻害する事象等をあげるとともに、知らないうちに子どもの尊厳や健やかな成長を損なってしまうような社会（大人）の行為についても警鐘を鳴らす必要があること、さらに、社会（大人）の規範意識の低下や地域全体で子どもを見守り育てるという意識の希薄化が、子どもの健やかな成長に影響を及ぼすことも見逃せないとし、こうした背景には、子どもの尊厳に対する大人全体の認識が低下していることを指摘しています。
条例案は、これを踏まえ、子どもを取り巻く状況を明確にし、府をはじめ、社会を構成する大人一人ひとりが、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるための、基本理念や責務、施策の計画的推進等を具体的に定めています。

	7
	　現在の性犯罪を含む児童虐待の増加は憂慮すべきだが、これを改善するために子どもの人権のみを尊重するのはどうか。子どもは社会（大人）によって教導されるべき存在であり、子どもの人権を尊重する前に、子どもに対する性犯罪や虐待を繰り返す大人を厳しく律するのが先決ではないか。
	

	8
	　子どもを取り巻く虐待、いじめ、非行などの事象は、すべて大人社会の腐敗構造が子どもにまで影響しているものであり、こうした影響から子どもを守るための子ども条例にすべき。
	

	9
	　いじめや虐待から子どもを守らなければならないが、虐待防止は児童虐待防止法に規定されているなど、子ども条例がなければできないものではない。
	

	10
	子どもにとっての「最善の利益」を念頭に置いて行動するにあたっては、大人が変に解釈することがないよう、社会のルールの下でなされるようにすべき。
	条例案前文で、「大人は、子どもにとっての最善の利益を常に念頭に置き、日本国憲法で定められた基本的人権や児童の権利に関する条約に定められた内容すなわち人としての尊厳の意義を改めて深く認識し、行動すべき」としています。
また、「大人は、子どもの意見について、その意見を形成する能力、その年齢及び成熟度に従って相応に考慮すべき」としています。

	11
	　子どもを保護し、育てる大人の立場に終始しているが、子どもと大人との新しいパートナーシップを築き、良い社会を創っていこうというような、子どもを元気づけるような文言を入れるべき。
	条例案前文で、「子どもは、社会における様々な活動に参加し、年齢の異なる多様な人々と交流しながら、学んだり遊んだりすることを通じて、豊かな心、個性や創造性をはぐくむことができる。また、主体的に参加することによって、自分の思いや意見を表明し、同時に他者の思いや意見を受け止めることができる」とし、これを踏まえ、基本理念で、「子どもに対する参加の機会の提供に努めなければならない」としており、子どもが社会の一員として、大人のパートナーとなり、自らの可能性を広げることの重要性を明らかにしています。

	
	
	

	
	
	

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	12
	　子どもの責任を明記するのはこの条例にそぐわない。子どもを権利の主体者として位置づけ、どう育て、どう守っていくのかのための条例であるべき。
	条例案前文で、「すべての子どもは、かけがえのない存在であり、性別、国籍、障害の有無、家庭の形態等を問わず、人としての尊厳を生まれながらに有している」としており、子どもは「主体的に参加することによって、自分の思いや意見を表明し、同時に他者の思いや意見を受け止めることができる」としています。

また、いじめや非行、子ども自身が加害者となってしまう事象も少なくないことも踏まえて、子どもの主体性に加え、「子ども自身も、自らの大切さを認識し、主体的に生きる力、社会のルールや仕組み、他者を思いやり他者の尊厳を守る心を身につけ、自ら考え責任を持って行動する社会の一員であることを自覚すべき」としています。

	13
	　子ども自身に「自覚すべきである」は押しつけになるため、「自覚できるよう環境を整えるべきである」に変えるべき。
	

	14
	　「健やかな成長を支える」ということでは、どのような子どもに育てなければならないのかが曖昧。「自分の役割を自覚し、協力して主体的に責任を果たす」、「郷土や国を愛する心」など学習指導要領の道徳に記載されているような徳目を具体的に明記すべき。
	

	15
	　子どもは「規範、義務と権利の関係を教え、身につけさせること」を通じて自ら考え行動できるようになることを明記すべき。
	

	　
	　
	　

	２　目的

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　子どもの権利行使の制限がなく、子どもの権利が強調されており、「児童の権利に関する条約」にある子どもの保護・育成、あるいは保護者の権利という視点がない。
	条例案では、「保護者は、基本理念にのっとり、子育てについての第一義的責任を有するという認識の下、子どもを大切に育てなければならない」としています。

	2
	　子どものあらゆる権利を守り保障すること、その権利にかかる基本となる施策を定めること、子どもの最善の利益を確保することを明記すべき。
	提言において、「条例における子どもの権利とは、人としての尊厳、人としての権利である基本的人権のことであり、子どもの権利条約に定める権利は、子どもにとっての基本的人権を明らかにしたもの」とされていることを受け、条例案前文で、「すべての子どもは、かけがえのない存在であり、性別、国籍、障害の有無、家庭の形態等を問わず、人としての尊厳を生まれながらに有している」とし、「大人は、子どもにとっての最善の利益を常に念頭に置き、日本国憲法で定められた基本的人権や児童の権利に関する条約に定められた内容すなわち人としての尊厳の意義を改めて深く認識し、行動すべき」としています。

これを踏まえ、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるための基本理念や責務、施策の計画的推進等を具体的に定めています。

	3
	　「子どもがひとりの人間として、尊重され、豊かな夢を育むことができる都市（まち）大阪」の実現に向け「すべての子どもたちの権利が尊重される社会づくりの推進」を目的とすべき。
	　条例案では、「子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えることに関し、基本理念を定め、府、保護者、学校等、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、府の施策について必要な事項を定めることにより、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えることに関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もってすべての子どもが社会全体で見守られながら、健やかに成長することができる社会の実現に資すること」を目的としています。

	
	
	　

	３　定義

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　子どもの定義として「概ね１８歳未満」としているが、対象とする子どもの範囲が曖昧であるため、子どもの権利条約にあわせ「１８歳未満の者」にすべき。
	子どもの範囲については、児童の権利に関する条約、児童福祉法、児童の虐待等の防止に関する法律等に準拠して、条例案では、「おおむね１８歳未満」としています。なお、「おおむね」としているのは、１８歳の誕生日が到来した高校生も対象外としないなど、運用に幅をもたせるためです。

	2
	　学校・施設等の定義にNPO法人、認可外の保育施設、塾を入れるべき。
	NPO法人、塾については事業者、認可外の保育施設については「その他これらに類する施設」に含まれています。

	
	
	　

	

	４　基本理念

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　子どもの（固有の）権利（生命・身体が保障される権利、成長・発達する権利、余暇・文化に関する権利、意見表明をはじめとした参加の権利）を明記すべき。「尊厳」では曖昧であり、「権利」とはっきり明記すべき。
	提言では、「条例における子どもの権利とは、人としての尊厳、人としての権利である基本的人権のことであり、子どもの権利条約に定める権利は、子どもにとっての基本的人権を明らかにしたもの」とされています。
条例案は、これを踏まえ、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるための基本理念や責務、施策の計画的推進等を具体的に定めています。

	2
	　子どもの参加や意見表明は「年齢や成熟度に従って考慮する」ではなく、「尊重・保障する」とすべき。
	提言では、「子どもの思いや意見は、子どもの権利条約で規定されているように「自己の意見を形成する能力」と「年齢や成熟度」に従って相応に考慮する必要がある」とされており、これを踏まえ、条例案前文で、「大人は、子どもの意見について、その意見を形成する能力、その年齢及び成熟度に従って相応に考慮すべき」としています。

	3
	　子どもの意見は、「最大限に考慮される」とすべき。
	

	4
	　意見表明権を書かず、「子どもの権利条約」の意見表明権に関する条項（「自己の意見を形成する能力」と「年齢や成熟度」に従って考慮する）を部分的に利用することは条約の精神に反するのではないか。
	

	5
	　「参加する機会の提供に努める」ではなく、「参加する機会の提供できる街（社会）にする。」とすべき。
	条例案前文で、「子どもは、社会における様々な活動に参加し、年齢の異なる多様な人々と交流しながら、学んだり遊んだりすることを通じて、豊かな心、個性や創造性をはぐくむことができる」としており、これを踏まえ、基本理念では、「子どもが社会における様々な活動に参加する中で、健やかに成長することを認識し、子どもに対する参加の機会の提供に努めなければならない」としています。

	6
	　「社会（大人）が、○○しなければならない」とされており、これでは子どものための大人条例と言わざるを得ないのではないか。
	提言では、「すべての子どもがかけがえのない存在であるということを認識し、子どもをまもり、その健やかな成長を支えることは、社会（大人）の責務である」とされており、これを踏まえ、条例案では、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるに当たっての府、保護者、学校等、事業者及び府民の責務を明確にしています。

	
	
	

	
	
	　

	５　各主体の責務

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　府（行政）の責務を具体的に明記すべき。
	条例案では、府の責務として、「基本理念にのっとり、子ども施策を策定し、国、市町村、保護者、学校等、事業者及び府民と協力して、これを実施する」としています。
府民、保護者、学校などに対する府の支援策を含めた「子ども施策」の基本方向及びこれを総合的かつ計画的に推進することを定めた計画を、子どもも含めた府民の意見を聴きながら策定するとともに、毎年度進行管理を行い、実施状況の概要を公表することとしています。

	2
	　府民・保護者・学校などに対しての府の支援策（子育て環境の整備など）を明記すべき。
	

	3
	　府の責務について、「市町村との連絡調整を緊密に行うよう努めるものとする」とし、府民等は「努めなければならない」となっているが、府の責務として弱いのではないか。（少なくとも同じ表現にすべき。）
	　「市町村との連絡調整を緊密に行うものとする」に修正しました。

	4
	　府民の責務に「子どもの居場所づくり」「自然環境の保全」「安全で安心な地域づくり」を加えるべき。
	条例案は、保護者、学校等、事業者及び府民を含め、「一人ひとりの自覚と協働の下、すべての子どもが健やかに成長することができる温かい地域社会の創造していくこと」を目指すものです。

	5
	　府民、保護者、学校等に子どもの成長について責任があることはいうまでもないが、条例で責務や自覚を押しつけるべきでない。
	

	6
	　事業者の責務として「健やかな成長を支えることに配慮し、府民と共に子どもにやさしいまちづくりに努めなければならない」にすべき。
	

	7
	　保護者、学校・施設等の責務に「虐待、体罰の禁止」を入れるべき。
	条例案では、基本理念で、「子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えるに当たっては、すべての子どもが人としての尊厳を有し、かけがえのない存在として尊重されなければならないことを十分認識し、行動しなければならない」としています。

	8
	　学校・施設等の責務として「子どもを権利の主体と認め、その権利を保障する責務を負う」旨を明記すべき。
	

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	9
	　子どもに対する躾や、成人に成長する中で（大人として）身につけるべき義務を教えることを不問にしている。
	条例案では、「保護者は、基本理念にのっとり、子育てについての第一義的責任を有するという認識の下、子どもを大切に育てなければならない」としています。

	10
	　学校の責務について、子どもの権利についての広報、研修に関することを明記すべき。
	条例案では、「子どもを含めた府民の理解を深めるため、わかりやすい方法による広報及び啓発を行うもの」としています。

	11
	　事業者の責務について、子どもの権利保障についての研修や家庭と仕事の両立を図るための環境整備について計画をもたせる義務を明記すべき。
	事業者の責務については、次世代育成支援対策推進法及び少子化社会対策基本法の規定を踏まえつつ、条例案で、「雇用する労働者が職業生活と家庭生活の両立を図ることができるよう、必要な雇用環境の整備に努めるとともに、その事業活動を行うに当たっては、子どもの健やかな成長に配慮するよう努めなければならない」としています。

	
	
	　

	６　計画の策定等

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　計画策定に当たっては、子どもに関わるNPO団体や様々な立場の当事者の声を聞くべき。
	条例案では、「子ども施策」の基本方向及びこれを総合的かつ計画的に推進することを定めた計画を策定するとともに、毎年度進行管理を行い、実施状況の概要を公表することとしています。
計画の策定や変更にあたっては、あらかじめ新たに設置する大阪府子ども施策審議会の意見を聴くとともに、子ども施策の当事者である子どもから意見を聴くことが重要であることから、「子どもを含めた府民」とし、その意見を反映させるための適切な措置を講ずるものとしています。
なお、計画や実施状況の概要については、府民に対する周知に努めてまいります。

	2
	　条例制定後の施策の進捗状況についての検証（機関）が必要ではないか。
	

	3
	　計画を策定するだけでは意味がない。
	

	4
	　（子どもが関わるすべてのことがらについて、）子どもの意見表明権、参加権を具体化する制度的保障（システム）を条例に明記すべき。
	

	5
	　計画の公表に当たってはホームページや府政情報センターなどだけでなく、府民全体に知れわたる手段をとるべき。
	

	７　広報活動等

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　子どもに対する広報について具体的にどうするのか記述すべき。
	本来、「府民」には子どもも含まれますが、当事者である子どもに対する広報・啓発が重要であることから、「子どもを含めた府民」とし、できるだけ平易な表現を用いたパンフレットを作成するなど、条例の趣旨や内容について理解を深めるための広報・啓発を行ってまいります。

	2
	　「子どもを含めた府民」ではなく、子どもに対する広報を義務付けるべき。
	

	3
	　子どもの権利条約を府民に知らせ、子どもの権利について学校、地域などで学習活動を推進すべき。
	

	4
	　各自治体で発行されている、わかりやすい簡易パンフの共通点は、権利の羅列であり、これを見た子どもは大きな誤解をもって権利を理解し、家庭と学校で権利を主張して反抗したり、学業を放棄する実態を現実に発生させている。
	条例案前文で、「大人は、子どもにとっての最善の利益を常に念頭に置き、日本国憲法で定められた基本的人権や児童の権利に関する条約に定められた内容すなわち人としての尊厳の意義を改めて深く認識し、行動すべき」としています。
また、「大人は、子どもの意見について、その意見を形成する能力、その年齢及び成熟度に従って相応に考慮すべき」としています。

	　

	　
	　

	８　子どもを擁護する取組の推進

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　条例制定後の子どもの権利擁護施策について、検証機関が必要ではないか。（第三者による権利救済機関設置など、具体的に明記すべき。）
	提言では、「家庭、学校、児童福祉施設などそれぞれの場に対応した権利擁護の取組」を「補完する例えば検証のような機能について、既存の権利擁護の取組との機能重複を避けつつ検討すべき」とされており、条例の制定を受けて、検討を進めていくこととしています。

	　
	　
	　

	
	
	

	９　その他
	
	

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	1
	　条例の名称は、「子どもの権利条例」「子どもの人権条例」とすべき。
	条例案は、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えていくという目的のため、すべての子どもが健やかに成長することができる温かい地域の創造を目指すものであり、児童福祉、教育、青少年など子どもに関わる取組全般について、総合的に推進する子どものための総合条例といった性格を有するものであることから、簡潔で親しみやすい名称としたところです。

	2
	　（実態に応じた）財政措置を条例に明記すべき。
	条例案では、「子ども施策」の基本方向及びこれを総合的かつ計画的に推進することを定めた計画を策定するとともに、毎年度進行管理を行い、実施状況の概要を公表することとしており、それに応じて財政措置も講じられることとなります。

	3
	　子どもにわかりやすい文章で条例を策定すべき。
	条例案は、出来るだけ解釈に疑義が生じることがないよう留意し、法規審査を経て作成したものです。
なお、条例の広報・啓発は、子どもにもわかりやすい表現で行ってまいりたいと考えています。

	4
	　条例策定にあたる経過や結果を明らかにすべき。特に検討会議の審議経過などを明らかにすべき。
	検討会議の審議経過等については、府政情報センターに開架するとともに、大阪府ホームページ（次世代育成支援室）に掲載して公表しています。

	5
	　「おおさか子ども会議」などでの子どもの意見や、子どもに関係する府民の意見を反映すべき。
	検討会議では、「おおさか子ども会議」に参加した子どもから直接意見を聴くとともに、「子どもを語るつどい」を開催し、保護者や地域の大人等に意見を聴くなど、子どもを巡る現状や課題の把握、議論の反映に努め、できるだけ幅広い観点から検討を深め、提言をまとめたものであり、これを踏まえ、条例案を策定したものです。

	
	
	

	
	
	

	集約番号
	集約意見
	府の考え方

	6
	　パブリックコメントについて、募集期間、周知方法、意見反映など実効あるものとすべき。
	パブリックコメントは、計画や条例を立案する過程で、その案を公表し、府民の方々や専門家等から提出いただいた意見・情報及び専門的な知識を考慮して意思決定を行う仕組みです。
本府のパブリックコメント手続要綱においても、計画や条例案等に対する府民の方々から意見の募集方法や、提出された意見及び情報を考慮して計画や条例案等について意思決定を行うこととし、意思決定を行ったときは、提出された意見及び情報の概要、これらに対する府の考え方並びに計画や条例案等を修正したときは、修正の内容を公表しなければならないと規定しています。
今回のパブリックコメントも、同要綱に基づき、募集期間を１か月とし、府政情報センターなどでの開架や府ホームページなどで周知し、府民の方々等から多数の意見をいただきました。
今回いただいた意見を考慮して条例案を策定するとともに、意見の概要とこれに対する府の考え方をとりまとめ、公表しました。


10/10

